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日本共産党の須増伸子です。 

議第１０４号「地方活力向上地域における県税の特例に関する条例の一部を改正

する条例案について、委員長の報告の通りに決することに反対の立場で討論いたし

ます。 この議案は、東京一極集中に歯止めをかけるため、政府は 2015 年の税制改

正で「地方拠点強化税制」を創設し、企業が、拠点の全部もしくは一部を都市圏（東

京 23 区）から地方へ移転したり（移転型）、地方の拠点強化を行なった場合（拡充

型）に、都道府県の認定を得た上で税額控除等を受けることができる制度を延長す

るものです。 

しかし、今年１月の総務省の発表では、住民基本台帳に基づく２０２３年の人口移

動は、東京都では転入者が転出者を上回る「転入超過」が６万８２８５人、東京圏の

転入超過が１２万６５１５人とコロナで少し減っていた転入超過がそれ以前よりも増え

ていると発表されました。また、岡山県では転出超過数は前年より２２％増えて４２７０

人となり、過去１０年で１１倍となり最多を更新しています。都道府県別の岡山県の転

出超過の順位は、２０１４年が全国３９番目だったものが昨年は１２番目まで引きあが

っています。東京一極集中に全く歯止めがかかっていないことがわかります。 

政府はこれまで地方創生や地方活力向上と言いながら、もっぱら企業の減税の優

遇や規制緩和を進めてきましたが、それでは見るべき成果が上がっていないといわざ

るを得ません。もっと抜本的な改革や発想の転換が求められていると思います。 

長崎県の諫早市では誘致企業の優遇税制を改正し、財源を確保し学校給食費の

無償化を実施したそうです。市は、誘致した企業の固定資産税を原資に給食費の無

料化を行えば、企業の地域への貢献というものを認識でき、企業イメージアップにつ

ながることや、企業に働く子育て中の労働者への支援になることなどを説明している

とのことでした。 



私は、体力のある企業に応分の負担を求め、地方の地場産業や中小企業への支

援や、賃あげや、全国一律の最低賃金、社会保障の充実などを進めていくことが大切

と思います。岡山県で不安なく働き続けられる環境整備をすすめ、まずは転出に歯止

めをかけていくことが、岡山の活力をみいだしそのことが転入を増やす力になると考

えます。以上討論とします。 

 


